
事 業 評 価 報 告 書                 様式１ 

自治体名 青森県 

 

女性の健康支援対策の概要 

県では県民が健康で明るく元気に生活できる社会の実現を目指し、保健所及び市町村と連携し健康づくりの取組を

行っている。 

特に女性特有のがん（特に乳がん）の予防や乳児死亡の予防のために、一人ひとりの女性が主体的に自らの健康に

目を向けた健康づくりをしていく事が必要である。 

本県では適切な妊娠、出産等を迎えるための身体づくりに向けた思春期年代をターゲットとした健康づくり対策、 

妊娠を契機に禁煙した母親が出産後に再喫煙しないように支援する取組、乳がん検診受診率向上をめざし市町村のイ

ベントやテレビ等を活用した事業展開を図る。 

 

自治体の特徴 

青森県は東北地方の北部に位置する本州最北端の県である。第一次産業の割合は全国でもトップクラスである。 

人口は昭和５８年より減少を続けている。平成１９年の老年人口は２４．１％。 県内の市町村数は４０で、うち

市は１０、郡は８、２２の町と８の村がある。 

 

人口構成・（H21.３.３１現在） 

総数 男 女

人 1,417,278 673,523 743,755

割合（%） 100 47.5 52.5

15歳未満 183,822 93,909 89,913

15～64歳 883,656 439,591 444,065

65歳以上 349,800 140,023 209,777

75歳以上(再掲） 169,822 60,187 109,635

85歳以上 ー ー ー  
 

女性に関する健康課題 

青森県のがんによる死亡は、昭和５７年から死因の第１位となっている。特に女性では乳がんが増加しており、標

準化死亡比は平成１８年１１７．６と全国で２番目に高い状況である。 

しかし、市町村で実施している乳がん検診の受診率は、平成１９年度地域保健・老人保健事業報告によると２７．

１％と低い状況であり、実施主体である市町村もその効果的な手法を模索している。 

また、平成１９年度における妊娠２８週以上の妊娠届出数１０１人のうち、２５人は出産後の妊娠届出であり、ま

た、飛び込み分娩の中で１０歳代が約１割を占めていること等を踏まえると思春期・若年層からの妊婦支援対策も重

要である。 

妊婦の喫煙率は県の調査によると平成１９年度８．８％であるが、小学校５年生の母親の喫煙率は２７．８％と高

くなっており、妊娠を契機に禁煙したものの出産後に再喫煙する割合が高いものと考えられる。 

 

事業費（千円） 

（１）思春期から30歳代における健康支援事業               ６，９４５ 

（２）中高年期における健康支援事業 ３９７ 

（３）女性のがん支援事業     １４，３０３ 

計     ２１，６４５ 

 



様式２ 

（１）思春期から30歳代における健康支援事業 

事業名 
若年女性健康支援対策事業  

① 女性の身体サポート支援事業 ② 思春期からの女性の健康づくり普及啓発事業 

分野 ■健康教育 □健康手帳の交付 □健康相談  

事業費（千円） 4,656 

  

事業目的  

適切な妊娠、出産等を迎えるための身体づくりに向けた思春期年代の重要性と、若年女性を支援する施策について

情報提供するために、若年層に購読されている県内発行月刊タウン情報誌を媒体にした漫画連載（広告）［②思春期

からの女性の健康づくり普及啓発事業］及び掲載内容を活用したパンフレットの作成［①女性の身体サポート支援事

業］を行い、女性の健康づくりに関する知識の普及を図る。 

事業対象 

 県内一般住民並びに高校、大学、及び専修学校等に在学する学生 

事業実施体制・展開 

① 情報誌への掲載は、１話２頁で６話分、５カ月連載（初回は、２話分の掲載）とし、誌面構成は、漫画による健

康知識の提供及びその解説説明とし、内容は、思春期のやせ、性感染症、妊娠、女性特有のがん検診、不妊治療、

質疑応答とする。 

② 高校生にパンフレットを配布するに当たり、学校方針や学習指導要領との兼ね合いを考慮し、県及び県教育委員

会担当課等と話し合いを行う。また、高校生に対する産婦人科学校医等によるパンフレットを活用した健康教育

の実施に向け検討を行う。 

③ 掲載までの手順 

1)漫画企画案及び解説説明文の作成  

2) 1)により、情報誌編集部及び漫画家が、漫画シナリオ、解説説明文の画面への挿入、漫画を作画  

3)シナリオ案及び漫画内容（表現方法等）の校正と作成した頁全体の校正  

4) 3)により監修者が内容監修実施 

④ 広告掲載後、掲載頁を集約し、パンフレット化に向けた内容確認（時間経過による内容変更等）と相談機関リス

トの作成 

⑤ 学校等関係機関にパンフレットの案内を行い、希望確認後に配付 

事業目標・評価項目 及び その結果 

① 情報誌掲載に関するアンケート調査［効果］：総数432人 参考になった・役立った 女性320人、男性52人 

② 内容別アンケート送付数［各情報への興味関心の度合い］：思春期のやせ、性感染症 93人、妊娠 94人、女性の

がん検診 91人、不妊治療 76人、質疑応答 78人  

③ 年代別アンケート送付数［ターゲット層に情報が提供されたかどうかの確認］：総数432人 10代 13人、20代 

 109人、30代 186人、40代以上 124人 

④ ［正しい知識の普及効果］：総数10人 知らなかったこと、間違って覚えていたことがある 6人 

⑤ ［事業の広がり（思春期年代への普及機会の広がりがあったか）］：高校、大学等の活用承諾数：案内配付 122

校中配付同意、追加希望 26校、成人式での配付、思春期ピアカウンセリンラーによる活用 

 



0

1

2

3

4

5

活動内容

独創性

普遍性

将来性

効果度

信頼度

自治体評価

事業の工夫点 

 テーマは、思春期、妊娠期等に関する県内若年女性の課題の中から、若年女性の興味関心ををリサーチして決定し

た毎月発行の情報誌への掲載御、その内容を活用してパンフレットを作成したことで、女性のがん検診クーポンや子

宮頸がん予防ワクチンの紹介等、タイムリーな話題を盛り込んだパンフレットを作成できた。また、青森県内の制度・

体制の紹介や県内相談機関の周知を図る具体的・実用的な教材となった。 

事業の効果についての評価・考察 

 企画評価委員会（高リスク未受診妊婦支援システム検討委員会の活用）において、若年女性に対する健康づくりを

観点に事業評価を行った。 

① 若年者を含めた住民に対し、思春期、妊娠期等に関する諸制度等について広く啓発することが必要であり、それ

は県の役割と考えるので、本事業の実施を評価できる。 

② 健康教育等に積極的に参加する若年者だけではなく、正しい健康知識に触れる機会が少ないまま大人になるよう

な層に対する啓発機会として、情報誌への掲載は一定の効果があると考える。高校生に対するパンフレット配布

を予定して内容を決定したことで、有料情報誌の購読層とターゲットが合致するのか懸念したが、誰でも自然に

見る機会がある情報誌に掲載されていることで、親が直接子どもに話しにくい内容をさりげなく見せる、男性が

女性パートナーに対する思いやりの気持ちを感じる等、活用の広がりがあった。 

③ 産婦人科学校医による教材活用（予定）や、県立・市町村立図書館への配架、あおもり思春期研修会思春期ピア

カウンセリンラーによる活用、市町村成人式での配付協力等、パンフレットが若年層の目に触れる機会が工夫さ

れており、普及啓発の機会の広がりが期待できる。その結果、一部の市町村で教材作成の予算を独自に確保する

等、事業終了後も効果的な活用が図られることになったこと及び、大学生に対する思春期教育の指導教材として

使用してもらい、後日、教材の効果について意見をいただくことになった点は事業効果と認められる。 

今後の課題 

 思春期年代への働きかけでは、教育機関との連携が重要であるが、今回は、学習指導要領を超えた内容であるとの

判断から、学校長の理解が得られた場合にのみ配布することになった。しかし、一連の教育委員会との話し合いが、

成人式での配付や図書館への配架等の案の実現につながったことから、今後も協議する場を継続して持つ必要があ

る。情報誌への掲載では、若年女性だけではなく、男性の健康にも触れて欲しいとの希望が数多く寄せられた。 

ホームページ http://www.pref.aomori.lg.jp/life/family/nobinobitop.html 

照会先 青森県 健康福祉部 こどもみらい課 家庭支援グループ 017-734-9303 

 

 
事業評価 (企画評価委員会で評価) 

① 活動内容 4.2 
地域の実情を反映したタイムリーな内容で、情報誌掲載及

びパンフレット作成ができた。 

② 独創性 3.2 
広告掲載及びパンフレットの作成という方法においては普

遍化している。 

③ 普遍性 4.0 
地域実情を反映した実用的な教材が作成できる場合、広が

りが持てる。 

④ 将来性 3.5 
一部市町村で内容を高く評価し、独自予算化の動きもあり、

将来性はある。その場合、内容の更新が常に必要である。 

⑤ 効果度 4.3 
アンケート結果から、86％の人から役に立ったとの回答を

得た。 

⑥ 信頼度 2.5 
広く普及啓発とする事業である中、回答総数 442 人の効果

判定で全体の意見を反映した結果と言えるか。 

http://www.pref.aomori.lg.jp/life/family/nobinobitop.html�


様式２ 資料① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式２ 資料② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式３ 

（２）中高年期における健康支援事業 

事業名 中高年期女性の健康相談 

分野 □知識の提供 ■健康相談 □情報提供  

事業費（千円） ３９７ 

  

事業目的   

当県の女性の乳がんによる標準化死亡比は平成１８年１１７．６と全国で２番目に高い状況である。 

このため、中高年期女性に多いがんについて情報提供を行うとともに、更年期の身体変化や問題に対処するための

知識や情報を提供し、中高年期女性の健康力の向上を図る。 

 

業対象 

すべての年齢層の女性 

事業実施体制・展開 

① 市町村の健康まつり等の場を利用し、更年期の女性の健康上の悩みや生活に即した問題に対処するために健康相

談を実施する。 

（ア）健康相談は５市町村で実施する。 

（イ）従事者は保健師、管理栄養士等とする。 

（ウ）相談先、利用可能なサービスの情報提供を行う。 

② 利用者の生活習慣等に関する現状把握及び加齢に関する知識を把握し、中高年期女性の健康づくりに反映させ

る。 

（ア）相談者に対し生活習慣に関する内容や加齢とともに気をつけていること等について、聞き取り調査を行う。 

（イ）中高年期女性を対象とした施策に反映できるように課題を整理する。 

事業目標・評価項目 及び その結果 

① 利用者の満足度：相談してよかった（７８/７８人） 

② 知識の習得度：加齢に対する知識を得ることができた（５０/７８人） 

③ 相談先の認知度：相談先を知ることができた（４９/７８人） 

④ 健康づくりへの取り組み：自分にあった取組を知ることができた（５０/７８人）  

⑤ 健康相談開催回数：６市町村９回開催 
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事業の工夫点 

市町村の健康まつりは、産業や文化展等とあわせて実施している市町村も多く、日頃健康づくりに積極的でない人

も参加するため、中高年期女性の健康について普及啓発の場となるようにした。 

健康まつり等の場を活用することで、他の展示コーナーと同様にコーナーを設け、気楽に相談ができるように工夫

した。 

事業の効果についての評価・考察 

企画評価委員会（保健所健康づくり担当者会議）において、女性の健康づくりという観点から本事業の効果につい

て評価した。 

① 健康相談は、「知識の習得をする場」「情報を整理する場」「各個人の取組を後押しする場」等利用者により活用

の目的は異なっているが、相談者のニーズに応じ活用されていたことから今後も場の提供は必要である。 

② 利用者が女性の健康に係る知識の習得、相談先を知ることにより、家族や自分の周りの友人等にその知識を広

めていくということで、全体の底上げが期待できる。 

② 「乳腺症状の経過観察中であるが不安」「年々体重が増加してきた」「骨粗しょう症といわれた」等、中高年期の

女性の健康上の悩みを把握する機会となり、今後の中高年期女性の健康づくりに反映させることができる。 

今後の課題 

① 女性の健康知識の普及・啓発 

性差や年代に応じた健康づくりについて、県民への周知を図る必要がある。また、更年期を不安なく送れるよう

に女性自身が正確な知識をもち自己管理できるよう、健康教育や広報などによる普及啓発が必要である。 

② 相談の充実 

性差や年代に応じた症状や疾患を十分理解し、女性のニーズにあった相談を提供できるよう、保健・医療従事者

に対する研修会が必要。 

③関係機関との連携 

  就労女性も多くなっていることから職域との連携や、より専門的な対応が必要な場合における医療との連携の体

制づくりが必要である。 

ホームページ http://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kenko/hoken/index.html 

照会先 青森県 健康福祉部 保健衛生課 健康青森２１推進グループ   017-734-9283 

 

 
事業評価 (企画評価委員会で評価) 

①活動内容 4.0 
地域に密着した活動である 

②独創性 3.0 
普遍化した活動ではあるが、継続が必要 

 

③普遍性 3.0 
健康まつりの場を活用したことは相談しやすい 

 

④将来性 4.0 
健康支援の基盤となる事業であり、今後ますます必要とさ

れるのではないか 

⑤効果度 4.2 
利用者数は少ないが利用者は１００％が満足 

⑥信頼度 2.4 
利用者１回平均８～９人総計で７８人と多くはないため、

県民全体の意見とは言い難い 



様式４ 

（３）女性のがん健康支援事業 

事業名 レディＧＯ！がん検診 （①女性のがん検診普及啓発事業 ②テレビ広報） 

分野 ■啓発活動 □健康教育 □健康相談  

事業費（千円） １０，７１８  

  

事業目的 

市町村健康まつり等のイベントやテレビ広報により、乳がん検診の普及啓発を図り、乳がん検診受診率向上をめざ

すための機運を高める。 

 

 

 

事業対象 

子宮がんや乳がん検診の対象者となる２０歳以上の女性及び配偶者や子ども等家族、県内一般住民 

事業実施体制・展開 

① 市町村の健康まつりや大型スーパー催事場等で、女性のがん検診の必要性及び受診率向上につながるキャンペー 

 ンを実施する。 

（ア）キャンペーンを効果的に行うため、シンボルとなるロゴを作成する。 

（イ）インパクトのあるポスターや検診方法がわかりやすいチラシを作成する。 

（ウ）キャンペーンは市町村の健康まつりで１０回以上、大型スーパー等で１０回以上実施する。 

参加者は１か所１，０００人予定 

② 来場者に対し女性のがん検診受診率向上につながる意識調査を行い、今後の受診率向上に反映させる。 

（ア）内容はがん検診の認知度、受診率向上につながる意見の把握ができるもの 

（イ）対象は市町村の健康まつり等来場者 

③ 青森県独自のテレビコマーシャルを作成し、県内テレビ会社３社による広報を行う。 

（ア）コマーシャル作成：３０秒１本、１５秒１本作成 

（イ）放送回数：Ａタイム１５本、Ｂタイム３５本、Ｃタイム５本を１ヶ月間放送 

④ 県内民放テレビ会社との提携により、特別番組として女性のがん検診に係る広報を１４回以上行う。 

⑤ 事業は総合広告会社に委託し実施する。委託業者はコンペにより決定する。 

 

事業目標・評価項目 及び その結果 

① キャンペーンの実施回数：市町村１２回、大型スーパー等１６回以上 

② キャンペーンによるチラシの配布数：２１，８４６枚 

③ キャンペーン参加者へのアンケート調査  乳がん検診必要性の認知度 

（ア）乳がんの好発年齢を知っている（５５５/９９２人）（イ）マンモグラフィを知っている（７３４/９９２人） 

④ 青森県作成テレビコマーシャルの効果 

（ア）テレビコマーシャルの視聴あり（４９０/９９２人）   

（イ）テレビコマーシャルをみて検診に行こうと思った人（１３５/４９０人） 

⑤ テレビ放送による普及啓発  特別番組等の実施 

（ア）実施回数：民放Ａ社５回・民放Ｂ社１１回・民放Ｃ社５回  （イ）テレビ平均視聴率：民放Ａ社８．９％

～１８．５％、民放Ｂ社６．０％～１１．５％、民放Ｃ社６．０％～１４．０％ 
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自治体評価

事業の工夫点 

女性のがん検診の受診率向上のためのキャンペーンは、市町村の健康まつりや県内テレビを活用し、対象を女性

のみとせず広く働きかけを行い、今まで関心の薄い人達にも周知を図る機会になるようにした。 

また、青森県の地域特性に応じたロゴ（言葉やマーク）の作成、ポスター・チラシは恐怖心をあおることのない

表現で親しみやすい媒体となるよう工夫した。 

事業の効果についての評価・考察 

企画評価委員会（保健所健康づくり担当者会議）において、女性の健康づくりという観点から本事業の効果につい

て評価した。 

① 当県の女性の乳がんによる標準化死亡比は平成１８年１１７．６と全国で２番目に高い状況である。しかし、検

診受診率は、２７．１％（平成１９年度地域保健・老人保健事業報告）と低い状態である。今回、県内全域での

キャンペーンとテレビによる普及啓発を図ったことで、多くの県民に周知はされたものと推測される。 

② 対象を女性のみとせず配偶者や子ども等家族としたことで、情報の共有ができ受診勧奨・行動につながると期待 

できる。（受診につながったかは次年度検診の受診率で評価する。） 

③ テレビを活用したことによりテレビ会社ががん検診について関心を高め、本事業終了後も独自に啓発普及を行 

うことも期待できる。 

④ ポスターやチラシは一部の会社から社員に配布したい、地域の婦人部から学習会に活用したい等とキャンペーン

終了後に提供依頼があったことから、普及啓発の広がりがみられた。 

 

 

 

今後の課題 

① 検診の意義についての啓発・・・女性ががん検診を未受診の理由としては無症状が最も多いことから、検診の意

義について一層啓発する必要がある。 

② 広報の仕方に工夫が必要・・・テレビ等を活用した広報は効果的であるが経費を要するため、県の広報番組を活

用するなど工夫が必要である。 

 

ホームページ http://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kenko/hoken/index.html 

照会先 青森県 健康福祉部 保健衛生課 健康青森２１推進グループ   017-734-9283 

 

 
事業評価 (企画評価委員会で評価) 

①活動内容 4.0 
地域に密着した活動である 

②独創性 3.0 
広報にテレビを活用したことは、本県としては初めての取

組である。 

③普遍性 3.3 
普及啓発は継続していく必要がある。 

 

④将来性 2.5 
メディアの活用は効果的であるが、経費がかかる事業は継

続が困難である 

⑤効果度 4.2 
キャンペーンでアンケートを記入してもらうことも健康教

育の場であり、意識付けになる 

⑥信頼度 3.2 
アンケート回答者数県内１９ヵ所９９２名であるため 
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